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２．⼭梨県の財政



普通会計決算の状況 財政の相対比較

首都圏・近郊団体（東京都除く）：茨城県・栃木県・群馬県・埼玉県・千葉県・神奈川県・
長野県・静岡県の８団体に山梨県を含む９団体
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※R2年度実質収支の（ ）は新型コロナウイルス感染症に係る特殊事情を
除いた場合の額

首都圏・
近郊9団体

実質県税      （億円） 1,041 ７位 ２７位

( 4,262 )

実質法人二税  （億円） 343 ６位 ２６位

( 1,338 )

経常収支比率　(％) 93.2 １位 １１位
（加重平均） ( 94.4 )

20.0 １位 １２位
（加重平均） ( 20.9 )

１位 ４位

２位 ９位

９位 ４４位

地方債残高   （億円）

（普通会計） ８位 ３５位

R2年度
決算値

（）は都道府県平均

順位

全国

人口１人当たり　多い方から

人口１人当たり　多い方から

歳出に占める人件費(%)

少ない方から

311基金残高     （億円） 人口１人当たり　多い方から

（財政調整基金・減債基金計） ( 519 )

標準財政規模当たり　多い方から

9,405 人口１人当たり　少ない方から

( 18,655 )

標準財政規模当たり　少ない方から

財政構造と特徴（決算）



健全化判断比率等の状況

※実質赤字比率、連結実質赤字比率は、赤字額がないため「－」表示
資金不足額がない会計については「－」表示

○ 令和３年度決算に基づき算定した本県の比率は、いずれも健全化の判断基準を下回る状況
○ 実質赤字額、連結実質赤字額ともに前年度同様生じていない
○ 前年度決算比で、実質公債費比率は0.9ポイント、将来負担比率は23.9ポイント低下
○ いずれの公営企業会計においても、資金不足額は前年度同様生じていない

財政構造と特徴（健全化）
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H30年度 R1年度 R2年度 R3年度
早期健全化

基準
財政再生

基準

実質赤字比率 － － － － 3.75% 5%

連結実質赤字比率 － － － － 8.75% 15%

実質公債費比率 14.8% 13.6% 12.5% 11.6%

都道府県平均

（加重平均）

全国順位 ４３位 ３８位 ３３位 -

将来負担比率 206.0% 208.6% 204.8% 180.9%

都道府県平均

（加重平均）

全国順位 ３１位 ３３位 ３２位 -

10.9%

173.6%

25%

400%

10.5%

172.9% 171.3%

10.2% -

-

35%

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度
経営健全化

基準

電気事業会計 － － － －

温泉事業会計 － － － －

地域振興事業会計 － － － －

流域下水道事業会計 － － － －

資
金
不
足
比
率

20%
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実質県税収入の推移
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H27～R3年度：一般会計決算、R4年度：当初予算
※実質法人二税とは

法人県民税＋法人事業税＋特別法人事業譲与税*

※23ページ県税の歳入決算額との差は、地方消費税の清算と
特別法人事業譲与税*の扱いの違いによる

＊R元年度以前は、地方法人特別譲与税

本県の税収は、法人二税の占める割合が
高く、企業業績が強く反映される構造。

特に一部の大手法人の業績に左右されや
すい状況にあるが、県内企業の業績は全体的
に回復傾向にあり、近年の実質県税の規模は
1,000億円を上回っている。

R４当初予算額 1,124億円

令和４年７月に甲府財務事務所が発表した

「最近の山梨県の経済情勢」によれば、「感染
対策に万全を期し、経済社会活動を継続して
いく中で、各種政策の効果もあって、景気が持
ち直していくことが期待」されている。

実質法人二税

その他の税

個人県民税

県民１人当たり （単位：円）

税収 131,430 126,728 127,105 132,871 129,354 126,775 135,672 137,675

全国順位 23 24 27 24 26 27

法人税収 52,430 46,533 46,581 51,198 48,028 41,771 50,671 53,081

全国順位 5 12 15 12 19 26



職員の削減状況
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■ 簡素で効率的な執行体制を確立するため、定員適正化計画（平成19年度策定）等により職員数の
純減を行い、人件費を抑制

人件費の推移（当初予算ベース）
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県債等残高の抑制

■ 後年度の地方交付税措置を加味した実質的な県負担を伴う県債等残高を抑制



資金調達
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R3年度までは普通会計決算額（借換債除く）
R4年度は6月現計予算額にR3年度の政府資金割合を据置いて示した見込額

Ｒ4年度は200億円の
全国型市場公募債を発行予定

資金別借入額・構成割合の推移

100%

50%

億円

0%

○ 平成13年度の財投改革に伴い、政府系
資金から民間資金へ調達先がシフト

○ 市場から長期にわたり安定的な資金を
調達し、財源を確保する必要

○ Ｈ19年度から全国型市場公募債、
Ｈ27年度からＨ30年度まで県民参加型
市場公募債を発行

民間資金割合（銀行等引受
＋市場公募資金割合）

政府系資金

市場公募資金

銀行等引受資金



R３年度決算
環 境 整 備
事 業 団

農 業 振 興
公 社

土 地 開 発
公 社

住 宅 供 給
公 社

道 路 公 社
やまなし産業
支 援 機 構

県出資金（出資割合％） 10(33) 452(69) 20(100) 10(100) 613(50) 174(40)

経常損益 0 12 237 387 △169 △11

純資産又は正味財産 127 71 △5,693 △334 1,699 2,492

借入金残高 252 134 6,459 7,512 538 7,366

県による

財政支援の
状況

補助金 90 97 230 240 0 126

債務保証に係る
残高 － － 6,459 － 0 －

損失補償に係る
残高 252 134 － 7,512 － 365

（単位：百万円）

・廃棄物最終
処分場の閉鎖

・債務超過
・多額の借入金
・事業環境の変化

※色つきの法人が改革プラン（経営健全化方針）を策定し、抜本的改革を行う主要４法人

29

出資法人改革

■ 県出資法人３８法人のうち、県が損失補償等を行っている法人は６法人



２０１０
H２２年度

２０１１
H２３年度

２０１２
H２４年度

２０１３
H２５年度

２０１４
H２６年度

２０１５
H２７年度

２０１６
H２８年度

２０１７
H２９年度

２０１８
H３０年度

２０１９
R１年度

２０２０
R２年度

・・・・・ ２０３８
R２０年度

林業公社

環境整備
事業団

土地開発
公社

住宅供給
公社

2016年度末に廃止
改革プラン

策定

１２月

２月 ２月

改革プラン
策定

第二次
改革プラン

策定

１２月 ３月

改革プラン
策定

第二次改革プラン
改定

１０月

改革プラン
策定

３月

１２月

明野廃棄物最終
処分場

閉鎖決定

2037年度に廃止

2038年度に廃止

出資法人改革

30

2024年度の維持管理期間
終了（予定）により明野廃棄物

最終処分場の処理は終了

第三次改革プラン
改定

３月

３月

第四次
改革プラン

改定

第二次
改革プラン

策定

■ ２０１０年度以降、県の財政負担の大きい団体について、事業の廃止や債務の圧縮策を相次いで

決定するなど、出資法人改革を集中的に実施

第三次
改革プラン

策定

３月

第三次
改革プラン

策定

第四次
改革プラン

策定

３月

３月



林業公社 環境整備事業団

○ 山梨県環境整備センター（明野廃棄物最終処分場）
を平成２５年１２月に閉鎖。

○ 平成２４年２月に改革プランを策定し、経営の合理化
や県補助金による財政支援を通じ、令和６年度末
までに事業損失を解消。

○ 平成２６年２月、平成２９年３月、令和３年３月に改革
プランを改定。

○ 改革プラン策定時、２７億円あった県の損失補償に
係る残高は、令和３年度末時点で３億円に削減。

出資法人改革
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〇 平成２３年１２月に策定した改革プランに基づき、
平成２９年３月に公社を廃止。

○ 債務処理に第三セクター等改革推進債を活用。
⇒ 償還に係る県負担の平準化

土地開発公社

○ 平成２０年度に、土地開発基金と県の無利子貸付を
活用した損失処理を開始。

○ 平成２２年１２月には改革プランを策定し、新規事業は
行わず、公社の損失処理を令和１９年度までとし、
実質的な廃止を決定。

○ 平成２５年３月、平成２９年３月、令和３年３月に改革プ
ランを改定。

○ 改革プラン策定時、９２億円あった県の債務保証に
係る残高は、令和３年度末時点で６５億円に削減。

住宅供給公社

○ 平成２２年１０月に改革プランを策定。

○ 平成２６年３月に改革プランを改定し、有利子負債の
圧縮等、県の財政支援の強化を通じ、令和２０年度を
目途に公社廃止を決定。

○平成３１年３月に改革プランを改定。

○ 改革プラン策定時、１１０億円あった県借入金残高は、
令和３年度末時点で７５億円に削減。
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お問い合わせ先

・本資料は投資家向けに情報提供するものであり、投資に関する売買等の取引を提案、勧誘、助⾔するものではありません。
・本資料に掲載している情報は修正される場合があります。
・本資料内のデータは、信頼できると思われる各種データに基づき作成しておりますが、正確性、完全性を保証するものではあり
ません。

⼭梨県総務部財政課 資⾦管理担当
〒400-8501 ⼭梨県甲府市丸の内１ｰ６ｰ１

TEL ０５５ｰ２２３ｰ１３８４
FAX ０５５ｰ２２３ｰ１３８５

MAIL zaisei@pref.yamanashi.lg.jp
WEB https://www.pref.yamanashi.jp/


